
研 修 科 目 １  新任係長級職員研修（ マネジメ ント ）  

研 修 の 目 的 

１  係長級職員に求めら れる 役割を自覚さ せる 。  

２  係等の業務の統括者と し て、組織目標の達成のための業務計画の策

定と 、 その進捗管理を的確に行う 能力を養う 。  

３  長時間労働を前提と し た働き 方を 見直し 、係等の業務を効率的に推

進する マネジメ ント 手法を身に着ける 。  

科 目 の 到 達 目 標 

１  メ ンバーと 目標を共有し 、 メ ンバーの能力を発揮さ せる こ と によ

り 、 チームと し て円滑に業務を進める 手法を習得する 。  

２  業務の監督者と し て、 業務計画の策定と 進捗管理を適切に行う 能

力を身に着ける 。  

受 講 対 象 者  新任係長級職員及び昨年度未修了者 

受 講 予 定 人 数  約２ ８ ０ 名（ 約７ ０ 名×４ 回）  

研 修 日 数 ・ 時 間 

研 修 回 数 

 １ 回 １ ８ ０ 分（ 同内容を ４ 回実施）  

※１ 日２ 回（ 午前・ 午後） と する 。  

研修実施予定時期  令和７ 年５ 月～令和７ 年７ 月のう ち２ 日間 

研 修 方 法  講義、 演習 

研 修 内 容 

◆ 係長に求めら れる 役割 

◆ チームマネジメ ント  

 ・  チームがひと つになる コ ミ ュ ニケーショ ン 

・  メ ンバーを巻き 込んで業務を進める 方法 

・  メ ンバーの個性に応じ た指示の出し 方、 報告・ 相談の受け方 

・  メ ンバーの挑戦を 評価し 、 支援する 環境を 作る ための具体的な方法 

◆ 業務進捗管理 

・  係長に求めら れる タ イ ムマネジメ ント （ 業務を 効率良く 進行 

さ せる ための適確な指示の出し 方、 報告・ 相談の受け方）  

・  業務の目標設定と 時間管理の具体的な手法 

・  優先順位と 役割分担の考え方 

・  部下に応じ た進捗管理の方法 

・  働き 方改革実現のための効率的なマネジメ ント のポイ ント  

※ 講義に先立ち、 人事課によ る オリ エンテーショ ン（ １ ５ 分程度。 研

修時間に含ま ない。） を実施する 。  

※ 演習では、受講者の経験の共有化や気付き を促すなど工夫し 、メ ン

バーの挑戦を前向き に評価する と と も に、挑戦を後押し する 職場風土

づく り の重要性を 意識づけする 講義及びワ ーク を実施する こ と  

※ マネジメ ント の原理原則全般が掲載さ れており 、講義の副読本と し

て、研修後のマネジメ ント の実践に活用でき る ハンド ブッ ク を作成の

う え、 全受講者に配布する こ と  

上 限 金 額 ８ ７ ０ ， ０ ０ ０ 円 



 

 

研 修 科 目 ２  新任係長級職員フォ ロ ーアッ プ研修（ フ ィ ード バッ ク ）  

研 修 目 的 
昇任後、実務を経験し た新任係長級職員が、係長の役割を再認識する

と と も に、 業務運営を円滑に行う ための部下育成能力の向上を図る 。  

到 達 目 標 

日常業務において部下を助言・ 指導する に当たり 、部下の能力や意欲

を最大限に引き 出し 、主体的に業務を行える 人材を育成する 手法を 身に

着ける 。 特に、 フ ィ ード バッ ク を伝える こ と に重点を置く 。  

受 講 対 象 者 新任係長級職員 

受 講 予 定 人 数 約２ ８ ０ 名（ 約５ ６ 名×５ 回）  

研 修 日 数 ・ 時 間 
研 修 回 数 

１ 回２ ４ ０ 分（ 同内容を５ 回実施）  

※１ 日１ 回（ 午後） と する  

研修実施予定時期  令和７ 年１ １ 月中旬～令和７ 年１ ２ 月中旬のう ち５ 日間 

研 修 方 法  講義、 演習 

研 修 内 容 

◆ 部下育成における 係長の役割 

◆ フ ィ ード バッ ク と は 

 ・  フィ ード バッ ク の目的と 効果 

・  フ ィ ード バッ ク を効果的に伝える ための手順 

◆ フ ィ ード バッ ク が機能する ための前提条件 

・  目的と 目標の共有 

・  承認に支えら れた関係構築 

・  ひと り ひと り の違いを理解し たコ ミ ュ ニケーショ ン 

 

※１  グループワ ーク やロ ールプレ イ ング等を 通じ て、フィ ード バッ ク

における 部下の挑戦を 支援する 職場環境の構築の重要性を 意識づ

けでき る よ う 体験的に習得でき る よ う 工夫する こ と  

※２  新任係長級職員研修（ ５ 月～７ 月実施） において、 チームマネジ

メ ント 及び業務進捗管理について以下の内容を実施し ている 。  

  ・  チームがひと つになる コ ミ ュ ニケーショ ン 

  ・  メ ンバーの挑戦を 評価し 、 支援する 環境を作る 具体的な方法 

  ・  部下への指示の出し 方、 報告・ 相談の受け方 

  ・  係長に求めら れる タ イ ムマネジメ ント  など 

上 限 金 額  １ ， ２ ５ ０ ， ０ ０ ０ 円 



 

 

研 修 科 目 ３ 新任主任級職員研修（チーム力向上） 

研 修 目 的 

１ 主任級職員に求められる役割を自覚させる。 

２ 高度な知識等を活用できる業務推進者として、組織目標達成

に向けた係等の組織力を高める能力の向上を図る。  

３ 係長級への昇任を見据え、今後のキャリアを展望することで

昇任意欲を高める。 

到 達 目 標 

上司の補佐や、同僚・後輩に対する助言・指導により、担当業

務だけではなく、係等のチームとしての業務の成果を意識した行

動が取れる。 

受 講 対 象 者 
 新任主任級職員及び昨年度未修了者 

（事務・技術・技能労務職等） 

受 講 予 定 人 数  約３２０名（約８０名×４回） 

研 修 日 数 ・ 時 間 

研 修 回 数 

１回１８０分（同内容を４回実施） 

※１日２回（午前・午後）とする。 

研修実施予定時期  令和７年１１月上旬～中旬のうち２日間 

研 修 方 法  講義、演習 

研 修 内 容 

◆ 主任に求められる役割 

◆ 上司（係長、課長）を動かすフォロワーシップ 

 ・ 自身のフォロワーシップタイプを知る 

 ・ 主任に期待されるフォロワーシップとは 

 ・ 上司を動かすためのコミュニケーションスキル 

◆ 同僚・後輩に対するメンターシップ 

 ・ チームの要としてのリーダーシップの発揮 

 ・ 同僚・後輩を巻き込んで仕事をするためのコミュニケーシ

ョンスキル（傾聴、承認、質問） 

◆ 今後のキャリアの展望 

 ・ 自身のキャリアの振り返り、自身が目指す職員像を考える 

・ 現在の職場で自身が具体的に取り組む業務や職場の改善に

ついて考える（業務や職場の改善に必要な視点や実行のポイ

ントを講義により補足すること） 

※１ 講義に先立ち、人事課によるオリエンテーション（１５分

程度。研修時間に含まない。）を実施する。 

※２ 地方自治体での事例を用いるなど、本市職員の職務に適応

した内容とすること 

※３ 職場や業務の課題解決に向け、主体的かつ積極的にチャレ

ンジする大切さについて意識付する講義及びワークを実施す

ること。 

※４ 演習では、グループワークを用いて、受講者の経験を共有

し、気付きを促すなどの工夫をすること 

上 限 金 額 ４２０，０００円 



 

 研 修 科 目 ４  新規採用職員研修（ ビジネス マナー）  

研 修 の 目 的 

新卒者の新規採用職員が、ビジネス マナーを確実に習得する と と も

に、 仕事の基本を学ぶこ と によ り 、 社会人に求めら れる 基礎的な能力

を身に着ける 。  

受 講 対 象 者 新規採用職員（ 新卒者対象<事務職・ 技術職等>）  

受 講 予 定 人 数 約２ ８ ０ 名（ 採用数によ って増減あり ）  

研 修 日 数 ・ 時 間 

研 修 回 数 
 ４ ２ ０ 分（ 9: 15～17: 15（ 12: 00～13: 00 は昼休憩））  

実 施 予 定 時 期 
 令和７ 年４ 月３ 日（ 木）  

※ 日程については、 別途調整をお願いする 場合がある 。  

研 修 方 法  講義、 演習 

研 修 内 容 

◆ 社会人と し ての心構え 

 ・  学生と 社会人の違い 

 ・  自治体組織で働く と いう こ と  

 ・  社会人基礎力と は 

◆ 公務員に求めら れる も の 

 ・  市民感覚と は 

◆ ビジネス マナー 

 ・  なぜビジネス マナーが必要か 

 ・  挨拶、 表情、 基本動作、 身だし なみ 

・  言葉遣い（ 尊敬語、 謙譲語、 丁寧語、 ク ッ ショ ン言葉）  

・  電話（ 掛け方、 受け方、 取次ぎ方、 伝言メ モの書き 方）  

・  来客対応（ 誘導、 名刺交換）  

・  訪問時のマナー（ 席次、 服装）  

◆ 仕事の基本 

 ・  仕事の進め方 

・  指示の受け方 

・  報告・ 連絡・ 相談の仕方 

そ の 他 

・  研修会場は、 学校体育館と する 。  

・  会場レ イ アウ ト は、 シアタ ー形式（ 机なし 、 イ ス のみ） と する 。 

・  受講対象者には、 一人一枚バイ ンダーを配布する 。 バイ ンダーは

本市において用意する 。  

・  使用可能な会場設備は次のと おり  

ス ク リ ーン、 プロ ジェ ク タ ー、 投影用Ｐ Ｃ 、 マイ ク 等 

上 限 金 額  ３ ４ ０ ， ０ ０ ０ 円 



 

 
研 修 科 目 ５  新規採用職員研修（ 地方自治体における ク レーム対応）  

研 修 の 目 的 

民間企業等経験者採用職員を 対象に、 民間企業と 地方自治体と のク

レ ームの違いを知り 、 適切なク レーム対応方法を習得する こ と で、 市

民に対する 説明責任を果たす能力を向上さ せる 。   

受 講 対 象 者 

新規採用職員（ 民間経験者等対象＜事務職・ 技術職等>、就職氷河期

世代対象＜事務職＞）  

※ 民間企業等対象については、 職務経験が５ 年以上ある 者。  

※ 就職氷河期世代対象については、 雇用環境が厳し い時期に就職

活動を 行った、 昭和 45 年 4 月 2 日から 昭和 61 年 4 月 1 日ま でに

生ま れた者 

受 講 予 定 人 数 約５ ０ 名（ 採用数によ って変動あり ）  

研 修 日 数 ・ 時 間 

研 修 回 数 
 ４ ２ ０ 分 １ 回実施（ 9: 15～17: 15（ 12: 00～13: 00 は昼休憩））  

実 施 予 定 時 期 
 令和７ 年４ 月３ 日（ 木）  

 ※ 日程については、 別途調整をお願いする 場合がある 。  

研 修 方 法  講義、 演習 

研 修 内 容 

◆ 地方自治体における ク レ ーム 

・  民間企業と 地方自治体のＣ Ｓ の違い 

・  地方自治体職員に求めら れる 市民感覚 

・  民間企業と 地方自治体のク レ ームの違い 

◆ ク レ ームの予防 

 ・  ク レ ームにし ないための接遇のポイ ント  

◆ ク レ ーム対応の基本手順 

 ・  ク レ ームの種類 

 ・  ク レ ーム対応のス テッ プ 

 ・  各ス テッ プでの対応ポイ ント  

◆ タ イ プ別ク レ ーム対応方法  

 ・  悪質ク レ ーマーの対応法 

 ・  ハード ク レ ーマーの対応 

◆ カス タ マーハラ ス メ ント への組織的な対応 

 

※１  地方自治体でのク レ ーム事例を 用いる など、 本市職員の職務に

適し た内容にする こ と  

※２  受講者が民間企業経験者である こ と から 、 地方自治体と 民間企

業と の違いを十分に意識し た内容にする こ と  

上 限 金 額  ２ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 



 

研 修 科 目 ６  新規採用職員フ ォ ロ ーアッ プ研修（ 応対力向上）  

研 修 の 目 的 

 採用後、実務を 経験し た新規採用職員が、市民応対や上司と のコ ミ ュ

ニケーショ ンについての心構えを再認識し 、演習を通し て、 言葉遣いや

傾聴の方法を実践的に学ぶこ と で、 応対力の向上を 図る 。  

受 講 対 象 者  新規採用職員（ 事務職・ 技術職等）  

受 講 予 定 人 数  約２ ８ ０ 名（ 約９ ３ 名×３ 回）  

研 修 日 数 ・ 時 間 

研 修 回 数 
 １ 回９ ０ 分（ 同内容を３ 回実施）  

研修実施予定時期 令和７ 年１ ２ 月上旬～令和８ 年２ 月中旬のう ち３ 日間 

研 修 方 法  講義、 演習 

研 修 内 容 

１  自身の市民応対（ 基本のビ ジネス マナー、公務員と し ての言葉遣い、

身だし なみなど の内容を含む） の振り 返り  

２  市民応対のケース ス タ ディ  

  （ ク レ ーム対応、 電話応対等）  

３  庁内コ ミ ュ ニケーショ ンのケース ス タ ディ  

  （ 上司への報・ 連・ 相の仕方、 他部署の人と の折衷等）  

※ 一方的な講義形式ではなく 、ケース ス タ ディ や事例紹介、受講者間

の意見交換等を 取り 入れ、 受講者の理解を よ り 深める 内容と する こ

と 。  

ケース ス タ ディ では、 市役所業務を題材と し た内容と する こ と 。  

※ 特に庁内コ ミ ュ ニケーショ ンにおいては、 主体的なコ ミ ュ ニケーシ

ョ ンを 高める 内容と する こ と 。  

上 限 金 額  ５ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 



 

研 修 科 目 ７  キャ リ ア開発研修「 マネジメ ント （ 係長級６ 年目対象）」  

係 研 修 の 目 的 

１  係長と し て５ 年間の実務を振り 返り 、自身の業務遂行手法の改善を

図る 。  

２  課長級への昇任を見据え、今後のキャ リ アを展望する と と も に、管

理職に必要と さ れる 能力をいち早く 学ぶこ と によ り 、課長級職員の補

佐を円滑に行える よ う にする 。  

科 目 の 到 達 目 標 

１  係長と し ての職務を振り 返る こ と で、今後のマネジメ ント 能力を向

上さ せる 。  

２  今後のキャ リ アを考え、 課長級職員に求めら れる 能力について、

先取り し て学習する こ と によ り 、 昇任後の業務の進め方をイ メ ージ

し 、 課長を補佐する 能力を高める 。  

受 講 対 象 者  係長級６ 年目職員 

受 講 予 定 人 数 約２ ８ ０ 名（ 約７ ０ 名×４ 回）  

研 修 日 数 ・ 時 間 

研 修 回 数 

 １ 回１ ６ ０ 分（ 同内容を４ 回実施）  

※ １ 日２ 回（ 午前・ 午後） と する 。  

研修実施予定時期  令和７ 年６ 月～令和７ 年８ 月中旬のう ち２ 日間 

研 修 方 法  講義、 演習 

研 修 内 容 

◆ こ れま での職歴、 係長と し ての実務経験の振返り  

 ・  こ れま での職歴の振返り と 価値観の洗い出し  

・  自身のマネジメ ント の傾向（ 強み・ 弱み） を知り 、 自身が職場で 

果たすべき 役割を再認識する  

◆ 職場のマネジメ ント  

 ・  マネジメ ント の基本の再確認 

・  管理職の視点を意識し たマネジメ ント  

 ・  メ ンバーの挑戦を評価し 、 支援する 環境を作る マネジメ ント  

◆  今後のキャ リ アの展望 

 

※１  自身のキャ リ アを振り 返る と と も に、マネジメ ント の傾向を 分析

でき る よ う なワ ーク を盛り 込むこ と（ チェ ッ ク シート 、自己分析な

ど ）。 その際、 上司や部下から の評価は行わないこ と と する 。  

※２  将来の昇任を見据え、管理職が行う マネジメ ント を意識し た内容

を取り 入れる こ と  

※３  メ ンバーのチャ レ ンジを前向き に評価する と と も に、チャ レ ンジ

を後押し する 職場風土づく り の重要性について、意識づけする 講義

及びワ ーク を実施する こ と  

※４  実施内容の一部を事前課題、 事後課題で実施する こ と ができ る 。 

※５  講義に先立ち、 人事課によ る オリ エンテーショ ン（ ２ ０ 分程度。

研修時間に含ま ない。） を実施する 。  

上 限 金 額 ７ ６ ０ , ０ ０ ０ 円 



 

 

研 修 科 目 ８  キャ リ ア開発研修（ １ 級職員対象）  

研 修 目 的 

初めて異動し た職員に対し て、 キャ リ アを 開発し ていく ために必要

な前向き 思考や、 効率的・ 効果的に業務を遂行する ために必要な仕事

術を身に付ける 。  

受 講 対 象 者 
主と し て採用から ３ ～４ 年目の職員 

（ 対象： 事務職、 技術職、 消防職）  

受 講 予 定 人 数  約２ １ ０ 名（ 約３ ５ 名×６ 回）  

研 修 日 数 ・ 時 間 

研 修 回 数 

 １ 回１ ８ ０ 分（ 同内容を６ 回実施）  

※１ 日２ 回（ 午前・ 午後） と する 。  

実 施 予 定 時 期  令和６ 年６ 月～令和６ 年８ 月のう ち３ 日間 

研 修 方 法  講義、 演習（ グループワ ーク 含む）  

研 修 内 容 

◆ 組織でキャ リ アを築く こ と と は。  

・  組織人に求めら れる キャ リ ア形成と は 

◆ 現状を前向き にと ら える 。  

・  主体性の発揮 

・  成長（ 自己を 高める ） のために必要なこ と  

◆ 若手職員に求めら れる 意識、 ス キル 

・  優先順位の付け方 

 ・  上司、 先輩、 その他の関係者の関わり 方 

 ・  確認の仕方、 相談の仕方 など 

 

※１  職場や業務の課題解決に向け、主体的かつ積極的にチャ レ ンジす

る 大切さ について意識付する 講義及びワ ーク を実施する こ と 。  

※２  演習等を取り 入れ、 受講者相互に学び、 気付く こ と ができ る 工夫

をする こ と 。  

※３  講義に先立ち、 人事課によ る オリ エンテーショ ン（ １ ５ 分程度。

研修時間に含ま ない。） を 実施する 。  

上 限 金 額  ５ ３ ０ ， ０ ０ ０ 円 



 

 

研 修 科 目 ９  キャ リ ア開発研修（ ２ 級職員対象）  

研 修 目 的 

採用から ５ ～６ 年が経過し た中堅職員を対象と し て、 こ れま でのキャ リ

アを 振返り 、 今後の自身のあり たい姿や働き 方を自律的に考える こ と によ

り 、 意欲の高揚を図る と と も に、 今後、 必要と なる ス キルを身に付ける 。  

受 講 対 象 者 主と し て採用から ５ ～６ 年目の職員（ 対象： 事務職、 技術職、 消防職）  

受 講 予 定 人 数  約３ ０ ０ 名（ 約７ ５ 名×４ 回）  

研修日数・ 時間 

研修回数 
 １ 回３ ０ ０ 分（ 同内容を ４ 回実施）  

実 施 予 定 時 期  令和７ 年９ 月～令和７ 年１ ０ 月のう ち４ 日間 

研 修 方 法  講義、 演習（ グループワ ーク 含む）  

研 修 内 容 

◆ キャ リ ア形成について考える  

・  充実し たキャ リ アと は 

◆ 労働環境の変化や組織から の期待を考える  

◆ 仕事の振り 返り  

 ・  こ れま での振返り と 価値観の洗い出し  

◆ ラ イ フ プラ ンの設計や今後のキャ リ アの検討 

◆ 目標設定と 実現に向けた課題の洗い出し  

◆ 直近の行動計画の作成 

◆ 若手職員に求めら れる 意識、 ス キル 

 ・  問題解決に必要な意識、 ス キル 

 ・  周囲を巻き 込む意識、 ス キル 

※１  職場や業務の課題解決に向け、主体的かつ積極的にチャ レ ンジする 大

切さ について意識付けする 講義及びワ ーク を実施する こ と 。  

※２ 演習等を取り 入れ、受講者相互に学び、気付く こ と ができ る 工夫をする

こ と  

※２  講義に先立ち、 人事課によ る オリ エンテーショ ン（ １ ５ 分程度。 研修

時間に含ま ない。） を実施する 。  

上 限 金 額  ８ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 



 

 

研 修 科 目 １ ０  キャ リ ア開発研修（ ５ ５ 歳職員対象）  

研 修 目 的 

組織に求めら れる 役割を一人ひと り が理解し 、 様々な変化に応じ て、

活躍し ていく ため、５ ５ 歳を 節目と 捉え、長年の経験や価値観を振り 返

り 、 今後のキャ リ アを改めて見つめなおす機会と する 。  

受 講 対 象 者 ５ ５ 歳の職員 

受 講 予 定 人 数  約２ ７ ０ 名（ 約４ ５ 名×６ 回）  

研 修 日 数 ・ 時 間 

研 修 回 数 

 １ 回１ ８ ０ 分（ 同内容を ６ 回実施）  

 ※１ 日２ 回（ 午前・ 午後） と する 。  

実 施 予 定 時 期  令和７ 年７ 月～令和７ 年９ 月のう ち３ 日間 

研 修 方 法  講義、 演習（ グループワ ーク 含む）  

研 修 内 容 

◆ 充実し た職業人生と は 

◆ こ れま での職歴の振返り  

◆  労働環境の変化や組織から の期待を考える  

◆ 現状分析 

 ・  培ってき た資産（ ス キル・ 知識・ 人脈） や価値観の洗い出し  

◆ ラ イ フ プラ ンの設計や今後のキャ リ アを検討 

◆ 目標設定と 実現に向けた課題の洗い出し  

◆ 実現に向けた知識・ ス キルの整理 

◆ 直近の行動計画の作成 

※１  講義に先立ち、 人事課によ る オリ エンテーショ ン（ １ ５ 分程度。

研修時間に含ま ない。） を実施する 。  

※２  演習等を取り 入れ、受講者相互に学び、気付く こ と ができ る 工夫

をする こ と  

※３  実施内容の一部を事前課題、 事後課題で実施する こ と ができ る  

※４  ５ ０ 代前半の時期は、会社の満足度や勤続意欲が低下する 傾向が

ある 世代である ため、 仕事のモチベーショ ン維持・ 向上につながる

よ う な研修を目指すこ と  

上 限 金 額  ５ ３ ０ , ０ ０ ０ 円 



 

研 修 科 目 １ １  ス キルアッ プ研修（ チャ レ ンジ力向上）  

研 修 目 的 

主体的に行動する ための考え方を身に付け、 最後ま で責任を持って行動で

き る よ う になる 。  

下記の人事評価制度行動評価着眼点に対応する 能力の向上を 図る 。  

対 応 す る  

人 事 評 価 項 目 

責任感 意欲 

課題の解決や業務改善に向けて自ら 考え、 行動し ている 。  

方針遂行 協力連携 

市政に関する 幅広い視野と 課題を持っ て、 他者と 協力し ながら 、 業務を遂

行し ている 。  

受 講 対 象 者  全職員 

受 講 予 定 人 数  約１ ４ ０ 名（ 約７ ０ 名×２ 回）  

研 修 日 数 ・ 時 間 

研 修 回 数 
１ 回４ ３ ０ 分×２ 回（ 同内容を２ 回実施）  

研修実施予定時期 令和７ 年８ 月～令和７ 年１ １ 月のう ち２ 日間 

研 修 方 法  講義、 演習 

研 修 内 容 

１  こ れから の役割を考える  

・  自己認識を持つ方法 

・  上司や同僚、 後輩から の期待さ れている こ と  

・  今後求めら れる 役割 

・  主体性を発揮する ためのポイ ント  

２  主体的な行動につながる 考え方や必要なス キルの習得 

・  仕事の目的の意識と 理解 

・  仮説によ る Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サイ ク ルの実行 

・  判断基準と 優先順位の決定 

３  自分の業務を 振り 返り 、 改善点を洗い出す 

・  業務における 小さ な改善の検討 

・  組織における 身近な課題の考察 

４  自ら 課題を設定し て実現に向けた行動を考える  

・  課題の改善に向けたアク ショ ンプラ ンの作成 

・  結果に責任を持って取り 組むための方法 

５  周囲を巻き 込みながら 取り 組むための行動を考える  

・  上司や同僚、 後輩を巻き 込む力 

・  周囲を納得さ せる ための目標設定 

※ 講義内容を体験的に習得でき る 演習を適宜行う と と も に、 受講者が実際

に行っている 業務における 課題を考えさ せる 演習を行う こ と 。  

上 限 金 額 ６ ０ ０ , ０ ０ ０ 円 



 

 
研 修 科 目 １ ２  ス キルアッ プ研修（ ロ ジカルシンキング）  

研 修 の 目 的 

物事を 体系的に整理し 、矛盾・ 破綻がないよ う に筋道を 立てて考え、

結論を 出す思考法を習得する 。  

下記の人事評価制度行動評価着眼点に対応する 能力の向上を図る 。  

対 応 す る  

人 事 評 価 項 目 

実務遂行 資料作成 

正確に意図の伝わる 文章や必要な内容を検討し て、 整理し た資料を

作成し ている 。  

実務遂行 説明 

ポイ ント を押さ えた丁寧な話し 方や資料の活用など によ り 、 相手に

分かり やすく 説明し ている 。  

実務遂行 企画立案 

制度や事業などについて、 幅広い視点で十分に精査のう え、 企画立

案し ている 。  

受 講 対 象 者 全職員 

受 講 予 定 人 数 約１ ４ ０ 名（ 約７ ０ 名×２ 回）  

研 修 日 数 ・ 時 間 

研 修 回 数 
 １ 回４ ３ ０ 分×２ 回（ 同内容を２ 回実施）  

実 施 予 定 時 期 令和７ 年８ 月～令和７ 年１ １ 月のう ち２ 日間 

研 修 方 法  講義、 演習 

研 修 内 容 

◆ ロ ジカルシンキングと は 

・   論理思考が求めら れる 背景 

・   論理的な人と そう でない人 

◆  ロ ジカルシンキングの代表的な基礎技術 

・  帰納法、 演繹法 

◆  イ シュ ーを抑える  

◆ ロ ジカルシンキングによ る 情報の整理と 構造化のポイ ント  

・  MECE、 ロ ジッ ク ツリ ー、 その他のフレ ームワ ーク  

◆ 分かり やすい説明・ 文書作成に向けたポイ ント  

 ・  ピラ ミ ッ ド ス ト ラ ク チャ ー 

 ・  ロ ジカルラ イ ティ ング 

◆ 総合実践演習 

  

※ プレ ゼンや資料作成の際に具体的に活用でき る ス キルを 体験的 

に習得でき る 演習を適宜行う こ と 。  

演習では、 地方自治体事例を用いる など 、 本市職員の職務に適し

た内容にする こ と 。  

上 限 金 額  ６ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 



 

 
研 修 科 目 １ ３  問題解決力（ ス キルアッ プ研修）  

研 修 の 目 的 

問題解決の手順と 解決に向けた思考やス キルを学び、 業務で活用す

る ために実践イ メ ージを持つ。  

下記の人事評価制度行動評価着眼点に対応する 能力の向上を図る 。  

対 応 す る  

人 事 評 価 項 目 

実務遂行 資料作成 

正確に意図の伝わる 文章や必要な内容を検討し て、 整理し た資料を

作成し ている 。  

実務遂行 説明 

ポイ ント を押さ えた丁寧な話し 方や資料の活用など によ り 、 相手に

分かり やすく 説明し ている 。  

実務遂行 企画立案 

制度や事業など について、 幅広い視点で十分に精査のう え、 企画 

立案し ている 。  

受 講 対 象 者 全職員 

受 講 予 定 人 数  約７ ０ 名（ 約７ ０ 名×１ 回 ）  

研 修 日 数 ・ 時 間 

研 修 回 数 
１ 回４ ３ ０ 分 

実 施 予 定 時 期 令和７ 年８ 月～令和７ 年１ １ 月のう ち１ 日間 

研 修 方 法  講義、 演習 

研 修 内 容 

◆ 問題解決と は 

・ 問題解決の必要性と 問題解決のス テッ プ 

◆ 問題の発見・ 設定 

・ 問題の洗い出し 、 構造化、 解決すべき 問題の選定 

◆ ある べき 姿（ 目標） の設定 

・ 制約条件の確認、 方針決定 

◆ 解決策の検討 

・ 解決アイ デアの洗い出し 、 解決手段の選定 

◆ 計画策定 

◆ 提案と 合意形成 

◆ 実施 

◆ 振り 返り ・ 改善 

◆ 総合実践演習 

 

※ 講義内容を体験的に習得でき る 演習を適宜行う こ と 。  

演習では、 地方自治体事例を用いる など 、 本市職員の職務に適し

た内容にする こ と 。  

上 限 金 額  ４ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 



 

 

研 修 科 目 １ ４  ス キルアッ プ研修（ 交渉力）  

研 修 目 的 

関係者（ 他部門、 市民、 事業者等） と の交渉や調整の際に、 信頼関係を

築き ながら お互いが効用を得る ための手法を習得する 。  

下記の人事評価制度行動評価着眼点に対応する 能力の向上を 図る 。  

対 応 す る  

人 事 評 価 項 目 

実務遂行 調整 

相手の立場やニーズを理解し ながら 、 調整のポイ ント を 把握し 、 方針や

制度を踏ま えた対応を行っている 。  

実務遂行 関係構築 

市民や事業者と 日頃から 情報提供や意見交換を行う など 、 業務が円滑に

進むよ う 、 信頼関係を構築し ている 。  

受 講 対 象 者  全職員 

受 講 予 定 人 数  約７ ０ 名（ 約７ ０ 名×１ 回 ）  

研 修 日 数 ・ 時 間 

研 修 回 数 
 １ 回４ ３ ０ 分 

研修実施予定時期 令和７ 年８ 月～令和７ 年１ １ 月のう ち１ 日間 

研 修 方 法  講義、 演習 

研 修 内 容 

◆ 自治体に求めら れる 交渉と は 

  ・  Wi n-Wi n 交渉と Wi n-Lose 交渉の違い 

 ・  Wi n-Wi n 交渉の概念と メ リ ッ ト  

◆ Wi n-Wi n 交渉の実践 

 ・  新たな選択肢の模索方法 

 ・  対話・ 信頼関係・ 解決策の関係性 

◆ 合意を得る ための交渉の手法 

 ・  信頼関係を構築する 対話のポイ ント  

・  論理面と 心理面の実践ス キル 

・  交渉シナリ オの作り 方 

◆ 実践的な交渉テク ニッ ク  

 ・  市民と の交渉 

 ・  庁内での交渉 

 

※ 講義内容を体験的に習得でき る 演習を 適宜行う こ と 。  

演習では、 地方自治体事例を 用いる など 、 本市職員の職務に適し た内

容にする こ と 。  

上 限 金 額 ４ ０ ０ , ０ ０ ０ 円 



 

研 修 科 目 １ ５  ス キルアッ プ研修（ 伝える 力）  

研 修 目 的 

相手に分かり やすく 簡潔に伝え、 納得を 得やすいコ ミ ュ ニケーショ ンに

向けて、 知識・ ス キルを習得する 。  

下記の人事評価制度行動評価着眼点に対応する 能力の向上を 図る 。  

対 応 す る  

人 事 評 価 項 目 

実務遂行 説明 

ポイ ント を押さ えた丁寧な話し 方や資料の活用など によ り 、 相手に分か

り やすく 説明し ている 。  

実務遂行 資料作成 

正確に意図の伝わる 文章や必要な内容を検討し て、 整理し た資料を作成

し ている 。  

受 講 対 象 者  全職員 

受 講 予 定 人 数  約１ ４ ０ 名（ 約７ ０ 名×２ 回）  

研 修 日 数 ・ 時 間 

研 修 回 数 
１ 回４ ３ ０ 分（ 同内容を２ 回実施）  

研修実施予定時期 令和７ 年８ 月～令和７ 年１ １ 月のう ち２ 日間 

研 修 方 法  講義、 演習 

研 修 内 容 

◆ 分かり やすい説明と は 

・  「 伝える 」 と 「 伝わる 」 の違いを 知る  

◆ 相手に伝わる ために大切なこ と  

 ・   伝えたいこ と を整理する  

・  伝える 相手の立場を考える  

 ・  伝える ための準備を徹底する  

◆ 伝える 場面と それぞれの説明技法 

 ・  口頭での説明 

   １ 対１ （ 市民応対、上司への報連相、部下後輩へのフ ィ ード バッ ク ）  

   １ 対多（ 政策提案、 庁内講師）  

・  文章（ 資料） での説明 

   企画書や広報資料の作成 

◆ 実際の場面を想定し た体験的な演習 

 ・  事業に関する 企画書（ 内部向け資料） の作成 

・  市民に向けた広報資料（ 外部向け資料） の作成 

 

※ 講義内容を体験的に習得でき る 演習を適宜行う こ と 。  

演習では、 地方自治体事例を用いる など、 本市職員の職務に適し た内

容にする こ と 。  

上 限 金 額 ６ ０ ０ , ０ ０ ０ 円 



 

 

研 修 科 目 １ ６  ス キルアッ プ研修（ 業務効率化）  

研 修 目 的 

コ ス ト 意識を持ち効率的に業務を遂行する ために、 仕事の性質に応じ た最

適な段取り 力や資料作成能力を身に着ける 。  

下記の人事評価制度行動評価着眼点に対応する 能力の向上を 図る 。  

対 応 す る  

人 事 評 価 項 目 

実務遂行 資料作成 

正確に意図の伝わる 文章や必要な内容を検討し て、 整理し た資料を作成し

ている 。  

方針遂行 コ ス ト 意識 

コ ス ト 意識を持ち、 予算や物品、 時間など を大事にし て、 業務を遂行し て

いる 。  

受 講 対 象 者  全職員 

受 講 予 定 人 数  約２ １ ０ 名（ 約７ ０ 名×３ 回）  

研 修 日 数 ・ 時 間 

研 修 回 数 
１ 回４ ３ ０ 分×３ 回（ 同内容を３ 回実施）  

研修実施予定時期 令和７ 年８ 月～令和７ 年１ １ 月のう ち３ 日間 

研 修 方 法  講義、 演習 

研 修 内 容 

１  業務効率化と は 

・  業務効率化の必要性 

・  限ら れた時間で成果を出す働き 方 

・  生産性を高める ための考え方・ 視点 

２  段取り 力を身に付ける  

・  段取り の基本（ 作業のリ ス ト アッ プ、 仕事の仕分け、 時間の見積も り ） 

・  的確な優先順位づけの手法 

・  TODOリ ス ト 作成やス ケジュ ール管理のコ ツ  

・  1 日の振り 返り と 日々の改善 

３  効率的な仕事の進め方 

・  突発的な業務が発生し たと き の対処方法 

・  指示待ちではなく 先を 見通し て仕事をする ための方法 

・  未経験の仕事への取り 組み方 

 

※ 講義内容を体験的に習得でき る 演習を適宜行う と と も に、 受講者が実際

に行っている 業務の効率化を考えさ せる 演習を行う こ と 。  

上 限 金 額 ８ ５ ０ , ０ ０ ０ 円 



 

研 修 科 目 １ ７  局区等実施研修（ ク レ ーム対応）  

研 修 目 的 

住民から の行政に対する 信頼と 協力を 得る ために、 ク レ ームに関する

基本的な知識と ク レ ームが発生し た際の対応方法、 特に困難な対応方法

等について学ぶこ と で、 ク レ ーム対応能力の向上を図る 。  

ま た、 カス タ マーハラ ス メ ント に直面し た際の対処法について学び、

孤立せずに組織で対応する 意識を高める 。  

受 講 対 象 者 全職員 

受 講 予 定 人 数 
本庁会場 ７ ０ 名程度 

区役所・ 支所会場 ３ ０ ～５ ０ 名程度 

研修日数・ 時間 

研 修 回 数 

１ 回 １ ５ ０ 分（ 同内容を８ 回実施）  

※区役所・ 支所会場 ７ 回 

※本庁会場 １ 回 

研 修 実 施 

予 定 時 期 
令和７ 年８ 月～令和８ 年１ 月 

研 修 方 法 講義、 演習 

研 修 内 容 

１  ク レ ームと は 

  ・ ク レ ームの背景、 傾向 

２  ク レ ーム対応の基本（ 対面・ 電話）  

  ・ ク レ ーム対応の技術 

  ・ ク レ ーム対応の注意点 

３  事例別ク レ ーム対応方法 

４  カス タ マーハラ ス メ ント 対応の心得 

  ・ 悪質なク レ ームや不当要求への組織的な対応方法 

５  組織で対応する ク レ ーム、 カス タ マーハラ ス メ ント 対応 

  ・ 未然に防ぐ コ ミ ュ ニケーショ ン 

  ・ 報・ 連・ 相の徹底－情報の共有化 

 

※ケース ス タ ディ では、 市役所業務を 題材と し た内容と する こ と 。  

※一方的な講義形式ではなく 、 ケース ス タ ディ や事例紹介、 受講者間の

意見交換等を多く 取り 入れ、 受講者の理解をよ り 深める 内容と する こ

と 。  

※本市のカス タ マーハラ ス メ ント 対応のマニュ アル（ 令和６ 年度中に策

定予定） を活用する こ と 。  

上 限 金 額 ８ ５ ０ ， ０ ０ ０ 円 



 

研 修 科 目 １ ８  局区等実施研修（ 公務員倫理）  

研 修 目 的 
公務員倫理の意義、 公務員と し てふさ わし い行動と は何かを 考え、

職員一人ひと り が自ら の考え方や行動を見つめ直し 、 点検する 。  

受 講 対 象 者  全職員 

受 講 予 定 人 数 
 本庁会場 ７ ０ 名程度 

 区役所・ 支所会場 ３ ０ ～５ ０ 名程度 

研修日数・ 時間 

研 修 回 数 

 １ 回 １ ５ ０ 分（ 同内容を８ 回実施）   

  ※各区役所・ 支所会場 ７ 回 

  ※本庁会場 １ 回 

研 修 実 施 

予 定 時 期 
令和７ 年８ 月～令和８ 年１ 月 

研 修 方 法  講義、 演習 

研 修 内 容 

◆ 公務員倫理の基礎知識 

・ 地方公務員法等の基本的な知識 

・ 公務員倫理の意義 

・ 公務員と し てふさ わし い行動と は 

◆ 倫理違反を防止する ために注意すべき ポイ ント  

 ・ 不祥事や不適切な事務処理事例の原因分析 

 ・ 再発を防止する ためには 

◆組織的なコ ンプラ イ アンス の徹底 

 ・ 不祥事を起こ さ ないための工夫 

 ・ 職場内の仕組みを考える  

 

※ 企画提案に当たっては「 京都市職員コ ンプラ イ アンス 指針」 を参

照する こ と 。  

※ ケース ス タ ディ では、 市役所業務を題材と し た内容と する こ と 。  

※ 一方的な講義形式ではなく 、 ケース ス タ ディ や事例紹介、 受講者

間の意見交換等を取り 入れ、 受講者の理解をよ り 深める 内容と する

こ と 。  

上 限 金 額 ８ ５ ０ ， ０ ０ ０ 円 



 

 

研 修 名 １ ９  基礎知識講座 

テ ー マ  憲法、 行政法、 地方自治法、 地方公務員法 

研 修 目 的 
業務に必要な知識や教養を深める と と も に、 自主的な学習へ

の意欲を高める 。  

受 講 対 象 者 主任級以下職員 

受 講 予 定 人 数  約２ ０ ０ 名 

研 修 時 間 
憲法、 行政法、 地方自治法、 地方公務員法、 それぞれ３ 時間 

※ 講義は動画データ で納品する こ と 。  

研 修 方 法  YouTube 配信 

研 修 内 容 

上記の科目についての基礎的な内容    

  テキス ト は、 以下のページ数以上で作成する こ と 。  

  憲法           ２ ０ ０ Ｐ  

  行政法          １ ５ ０ Ｐ  

  地方自治法        １ ０ ０ Ｐ  

  地方公務員法        ５ ０ Ｐ  

 

※ 科目ごと の受講者数は、 ５ 月中旬に確定する 予定。  

テキス ト は、 それぞれの科目の受講者数＋２ 部（ 事務局用）

を用意する こ と 。  

備 考 企画提案書の実施体制（ ２ ）、（ ５ ） については、 記載不要。  

上 限 金 額 ４ ５ ０ ， ０ ０ ０ 円 



 

 

研 修 科 目 ２ ０  働き 方改革研修 

研 修 目 的 

効率的に業務を遂行する ために、 Ｏ Ｏ Ｄ Ａ（ ウ ーダ） ループのフ レ ームワ

ーク を 用いて、 変化が大き く 困難な状況に対し ても 、 迅速にかつ柔軟な意思

決定を 行い、 自律的かつ効率的に業務遂行する 力を 身につける 。  

受 講 対 象 者  全職員 

受 講 予 定 人 数  約５ ０ 名 

研 修 日 数 ・ 時 間 

研 修 回 数 
１ 回２ ４ ０ 分（ １ ３ 時１ ５ 分～１ ７ 時１ ５ 分実施）  

研修実施予定時期 令和７ 年７ 月～令和７ 年８ 月 

研 修 方 法  講義、 演習 

研 修 内 容 

１  Ｏ Ｏ Ｄ Ａ ループの基礎知識 

・  即断、 即行動の重要性 

・  Ｏ Ｏ Ｄ Ａ ループと は 

２  Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サイ ク ルと の違いを知り 、 併用する  

・  Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サイ ク ルででき る こ と  

・  Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サイ ク ルの４ ス テッ プ 

・  Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サイ ク ルが適する 場面、 Ｏ Ｏ Ｄ Ａ ループが適する 場面 

・  Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サイ ク ルと ＯＯ Ｄ Ａ ループを 併用する 利点 

３  Ｏ Ｏ Ｄ Ａ ループを身につける  

※ Ｏ Ｏ Ｄ Ａ ループの４ ス テッ プを体系的に理解し 、 身につける こ と

ができ る よ う 、 適宜演習を行いながら 講義する こ と 。  

４  演習及び職場で活用する ための動機付け 

・  Ｏ Ｏ Ｄ Ａ ループの活用事例 

・  自身の業務において、 Ｏ Ｏ Ｄ Ａ ループを活用し てみる  

・  職場で活用でき る 動機付け 

 

※ 講義内容を体験的に習得でき る 演習を適宜行う と と も に、 受講者が実際

に行っ ている 業務においてＯ Ｏ Ｄ Ａ ループのフ レ ーム ワ ーク を 使っ て考

えさ せる 演習を行う こ と 。  

上 限 金 額 ２ ５ ０ , ０ ０ ０ 円 


